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持続可能な防災まちづくりと防災人材育成に関する研究
～コミュニティ・スクールを核とした防災まちづくり～

佐藤健

東北大学災害科学国際研究所

要旨

防災まちづくりの活動に取り組みながら，次枇代を担う将来の地域人材を育成する活動

モデルの確立が国際社会のニーズとなっている。学校と家庭，地域の連携に基づいた防災

活動の事例調査と分析を行い，持続可能な防災活動のロールモデルについて探究を行った。

その結果，コミュニティ・スクールの連携枠組みが導入された学校が中心となった地域の

防災活動を展開することの有効性と持続可能性を見出すことができた。

1. はじめに

防災を含む多様なまちづくりに関する具体的な活

動に取り組みながら，次世代を担う将来の地域人材

を育成する地域活動モデルの確立は，第回国連防災

世界会議による仙台防災枠組の実現，および枇界防

災フォーラム／防災ダボス会議＠仙台による実行委

員長サマリーにも調和した重要な方向性である。こ

の時， 日本から世界に発信できる重要なキーワード

は学校と地域との連携である。

我が国の「第次学校安全の推進に関する計画」で

は，全ての学校において，保護者や地域住民，関係

機関との運携・協働に係る体制を構築し，それぞれ

の責任と役割を分担しながら学校安全に取り組むこ

とが求められている。そのための具体的な方策とし

て，文部科学省は「学校運営協議会制度（コミュニ

ティ・スクール，以下 と表記）」や学校支援地域

本部などの我が国の既存の連携枠組みを生かすこと

を推奨している 。 は，学校にとってのメリット

だけでなく，地域防災の推進や防災人材の育成にと

っても高いポテンシャルを持つものと考える。

しかし，我が国の の導入校はまだ多くはなく，

として連携枠組みを持っている学校であっても，

防災を重点取組分野として位世付けているとは限ら

ない。ましてや一般の学校では，一時期の管理職や

担当者が熱心に推進したとしても，教員の異動や管

理職の考え方ひとつにより，取組の継続性が確保さ

れないことが少なくないという問題を常に抱えてい
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る。

そこで，東日本大震災発生直後の頃から として

家庭，地域，関係機関等との連携・協働による防災

の取組を継続的に展開してきている横浜市立北綱島

小学校（以下，北綱島小学校と表記）の事例に着目

する。北綱島小学校による取組の実績と活動モデル

を通して，持続可能な防災まちづくりと防災人材育

成にとって， の連携枠組みを活かして地域の防災

活動を展開することの有効性と持続可能性を見出す

ことを本研究の目的とする。

本報告は，地域防災実践型共同研究「持続可能な

防災まちづくりと防災人材育成に関する研究」の最

終成果のとりまとめである。

2. 研究方法と実施体制

2. 1 研究方法
事例調査の方法を採用する。北綱島小学校への訪

問や現地での活動参画を通して，活動モデルを丹念

に分析し，持続可能な防災活動のロールモデルとし

てのエッセンスを抽出する。

2. 2 実施体制
研究の実施にあたっては，自然災害研究協議会東

北地区部会と東北大学災害科学国際研究所防災教育

国際協働センターの研究者コミュニティが中心とな

り，自治体関係者や地域防災リーダー，学校教員，

一般市民とも連携した実施体制を構築した（表）。
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表1 実施体制

所属・職名

東北大学災害科学国際研究所・教授

東北大学大学院工学研究科・教授

東北大学大学院工学研究科・准教授

東北大学災害科学国際研究所・准教授

東北大学災害科学国際研究所・准教授

東北大学災害科学国際研究所・助教

東北大学大学院経済学研究科・教授

弘前大学理工学部・教授

秋田大学理工学部・教授

秋田大学地方創生センター・教授

秋田大学地方創生センター・准教授

山形大学大学院教育実践研究科・教授

岩手大学理工学部・准教授

東北工業大学工学部・教授

日本大学工学部・教授

宮城教育大学・准教授

仙台高等専門学校・教授

東洋英和女学院大学・准教授

早稲田大学教育・総合科学学術院・助手

宮城県危機対策課地域防災班・主幹

法人まなびのたねネットリーク・代表理事

仙台市地域防災リーダー

仙台市片平地区まちづくり会・会長

グリーンキャピタル長町II• 理事長

仙台市立片平丁小学校・教諭（防災主任）

仙台市片平地区まちづくり会・企画委員

2. 3 具体的な調査方法

の連携枠組みを活かした学校が核となった防

災の取組を分析するために，北綱島小学校の歴代の

校長および関係教職員を通して，約 年間にわたる

中期学校経営方針の変遷をはじめとする関係資料の

収集を行った。

また，文部科学省，横浜市（教育委員会，総務局），

横浜市立北綱島小学校，内閣府防災教育チャレンジ

プランなどのウェブサイトから関連情報の収集を行

った。さらに，北綱島小学校において 年に開催

された「地域防災拠点訓練」の現地調査を行った。

3. 結果

3. 1 csの概要とその特徴
(1) csの概要
コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度，

略称 ）は，学校と地域住民等が力を合わせて学校

の運営に取り組むことが可能となる「地域とともに

ある学校」への転換を図るための我が国の有効な仕

組みである（図）。 では，学校運営に地域の声を

積極的に活かし，地域と一体となって特色ある学校

づくりを進めていくことができる。

注記）表中の所属・役職は平成 年度末時点のもの

コミュニティ・スクールを導入した場合の地域住

民にとっての魅力の一つとして，防災・防犯等の観

点から，平素からの学校と地域の人々との関係づく

りが地域の安全を守ることにつながることが挙げら

れている。

I コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の仕絹み I 

（委員）保譲者代表・地域住民
迅隕学校協働活動推進員 など

柔軟な遅用を可能とする仕組~羹.._-

竺C中学校
直 或蔓営 目罰廿l
砂匹 協環会.,,,.,_佼

小中一貫型小・中学校など

学校逼営への必要な支援L関する協議

保誕者・地域住民等

（地域学校協働本部等） --- '~ 
地教行法第四十七条の五

教育委員会が、学校や地域の実情に応じて学校運営協議会を設置

〇 校長が作成する学校運営の基本方針を承認すること
〇 学校運営について、教育委員会又は校長に忌見を述べることができること

〇 教職貝の任用に関して、教育委呉会規則で定める専項について、教育委員会に忌見を述べ
ることができること

図1コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の仕組み4)
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我が国の の指定・導入は， 年から京都市立

御所南小学校～などの先進校から開始されて以来，

年月 H現在では， 都道府県内 校（幼稚

圃 ，小学校 ，中学校 ，義務教育学校 ， 

中等教育学校，高等学校 ，特別支援学校 ）， 

全国の学校のうち， の学校に が導入された。

本論で着目している北綱島小学校のある横浜市では，

年度の市立小学校 校のうち， 年月日現

在の 導入校は 校であるため，市立小学校への

導入率は となる。

(2) csの特徴とその優位性
を導入することの地域社会にとってのメリッ

ト・魅力として，次の点が挙げられている 。

① 校長や教職員の異動があっても，学校運営協議

会によって地域との組織的な連携・協働体制が

そのまま継続できる「持続可能な仕組み」であ

ること。

② 学校運営協議会や熟議の場を通して，子どもた

ちがどのような課題を抱えているのか，地域で

どのような子どもを育てていくのか，何を実現

していくのかという「目標・ビジョンを共有」

できること。

③ 校長が作成する学校運営の「基本方針の承認」

を通して，学校や地域，子どもたちが抱える課

題に対して関係者が当事者意識をもち， 「役割

分担をもって連携・協働による取組」ができる

こと。

一方で，学校と家庭，地域との連携による教育活

動は決して だけではなく，多様な連携枠組みによ

る教育活動が国内外に存在する。我が国には，学校・

家庭・地域が一体となって地域ぐるみで子どもを育

てる体制を整えることを目的とした「学校支援地域

本部」の活動や，学校教育による学習のみならず，

地域・社会で行われている「社会教育」や「家庭教

育」による学習なども含んだ包括的な概念である「生

涯学習」の活動がある。各々に多くの実践の蓄積と

発展を見ることができる。

その中で，上述した のメリットのうち， 「持続

可能な仕組み」と学校運営の「基本方針の承認」は，

他と異なる 特有の優位性と言える。従って，多様

な学校外教育の中で活かされている人材を含む学習

材を学校教育の中に積極的に組み込むことが可能な

教育システムが日本の であると特徴づけることが

できる。また， で防災教育に取り組むことは，「地

域に根ざした教育」と「学校外教育」が持つ優れた

要素を，学校教育の中に融合させることができる高

いポテンシャルを持つ教育活動になり得る。さらに，

取組の継続性が確保されないという従来の問題に対

する有力な解決方策の一つになるとも考えられる。
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3. 2北綱島小学校が核となった防災の取組

(1) 北綱島小学校の概要

北綱島小学校の開校は 年月である。令和元年

度の一般学級数 ，個別支援学級，児童数 人と

なっている。北綱島小学校への 導入は 年度か

らである。

北綱島小学校は， 年度に「地域の自然と社会

への理解を育て，学校・家庭・地域が連携して推進

する防災教育」を研究主題とした実践研究を行った

。また， 年度には内閣府の防災教育チャレン

ジプランの実践校として， 「学校，地域，保護者が

地域の災害想定を共有して取組む防災教育の推進」

のテーマのもと， の連携枠組みを生かした防災教

育を先駆けて実践した 。

文部科学省が，一部の積極的な学校に限定するこ

となく，全ての学校に学校安全の取組を求めた「第

次学校安全の推進に関する計画」の策定は， 年

月のことである。北綱島小学校の防災の取組は，文

部科学省の方針に先駆けているだけでなく，継続的

かつ発展的な取組となっていることについては後述

する。

(2) 北綱島小学校の重点取組分野

北綱島小学校の平成 （ ）年度版，平成

（ ）年度版，令和元（ ）年度版の中期学校

経営方針における重点取組分野のうち， 「安全防災

教育」に関する具体的取組を表に示す。いずれの年

度についても，重点取組分野の数は～ 項目となっ

ている中において， 「安全防災教育」は共通して盛

り込まれていることが確認できた。また，表に示し

た （平成 ）年度から （令和）年度までの

間に人の校長が在任した中で，校長や教職員の異動

に伴う防災の取組内容の減退がなく，単なる継続に

留まらずに更に発展した取組となっていることが確

認できる。

北綱島小学校において学校での防災の取組が位置

付けられたのは， 年度の頃からであるが，学校

運営協議会において，ひとたび目標・ビジョンが共

有されたならば，学校と家庭，地域とが連携した中

での取組の継続性や安定性が確保されることが示唆

された。

(3) 北綱防災プログラム

北綱島小学校の防災教育「北綱防災プログラム」

について， （平成 ）年度の年間取組方針を表

に示す。なお，これらの方針や計画は毎年度，見直

しと策定がなされており，持続発展してきているも

のである 。取組の初期段階における （平成 ） 

年度の例で示す。
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表2 北綱島小学校の中期学校経営方針における重点取組としての安全防災教育の変遷
年度 安全防災教育． 在校時間帯の震災に適切な対応ができる体制づくりと，身を守れる児童の教育を推
平成 年度 進しています。． 帰宅後の被災に，地域，家庭との連携をもとに，自助，共助を実践できる防災教育

を実践しています。

平成 年度 ※この期間の璽点取組分野の名称は「防災教育」となっている。． 在校時間帯の災害に適切な対応ができる体制づくりと，訓練の質の向上を図る。
平成 年度 ． 学校，家庭，地域の連携のもと，「きたつな防災プラン」を サイクルで見直

し，様々な危険から身を守る防災教育の充実を図る。

平成 年度 ． 「北綱安全防災プラン」に基づいた安全防災に関するカリキュラムの作成をする。
令和元年度

全教科において，安全防災に関わる視点を取り入れていく。． 地域保護者参画の学校総合防災訓練を実施し，「地域防災」をテーマに地域と学校
の連携がより強化できるようにする。

令和年度
． 新しい想定の避難訓錬を計画・実施していくことで，児童が主体的に判断し行動で
きるようにする。

注）表中の下線太字は，学校防災に関連するキーワードを示す。

表3 平成 26年度 防災教育「北綱防災プログラム 2014」の年間取組方針
持続可能で教育目的を達することのできる防災教育課程「きたつな防災・横浜の時間プラン」の策定

と実施。

児童も，保護者も，職員も育つ年間計画「防災教育プログラム」の策定と サイクルの確立。

北綱防災マニュアルの策定と サイクルの確立

保護者参加型の総合防災訓練の改善・上曜日の授業参観への要望に応え，父親も参加できる上曜日授

業参観・避難訓練の参観・ 引き取り訓練の設定を実施する。

地域防災拠点訓練への職員協働訓練。これまでの地域防災拠点訓練の成果を継続し，内容を精選。参

加してよかったと思える訓練に。

学校をコミュニティの拠点とした，地域防災コミュニティ構築への学校としての貢献。保獲者防災リ

ーダー（現在は ）のさらなる発展。

7. 中学校との連携，中学生の防災訓練参加の模索。

北綱島小学校では，学校運営協議会を基盤に，学

校，家庭，地域が防災教育を協議する場として， 「防

災教育推進委員会」が創設された。 役員，各委

員長，地域防災拠点運営委員会（説明は後述），学

校の参加により，防災教育の取組方針を協談してい

る。この協議に基づいて，防災教育の年間取組計画

「北綱防災プログラム」や， 「北綱防災マニュアル」

などの共通理解が確立されている。このように，北

綱島小学校の防災の取組は，学校だけが単独で推進

しているわけではなく， の連携枠組みを活かし，

試行錯誤を繰り返しながらも のステークホルダー

が各々の立場から主体的に関わっていることが確認

できる。学校運営協議会や熟議の場を通して，

で述べた を導入することの地域社会にとってのメ

リット・魅力としての， 「持続可能な仕組み」， 「目

標・ビジョンを共有」， 「基本方針の承認」のすべ

てが高度に体現された実例の一つが北綱島小学校で

あると言える。

(4)北綱島小学校における地域防災拠点訓練

北綱島小学校では，北綱島小学校を会場に，関係

機関• 関係者の協力を得ながら学校と家庭，地域と
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の合同防災訓練に先駆的に取り組んできている。な

お，横浜市では，市立の小・中学校等を指定避難所

に指定し， 「地域防災拠点」という名称で呼ばれて

いる。

年度に開催された北綱島小学校地域防災拠点

運営委員会の主催による「地域防災拠点訓練」の現

地調査を通して，活動モデルの有効性と持続可能性

を考察した。ここで，北綱島小学校地域防災拠点運

営委員会とは，学校・ 代表者・地域（自治会・

町内会） ・区役所等で構成された地域防災拠点の運

営をはじめとした防災活動のための連携組織である。

著者は 年度にも同様の防災訓練を現地調査し

ている 。それから年が経過し，管理職が代わり，

教職員の異動があったとしても，その取組は更に発

展していることが確認された。 年度の訓諌プロ

グラムの詳細については，文献 に譲り，その中で

重要なエッセンスのみを以下に述べる。

北綱島小学校の学校行事にも位置付けられた地域

防災拠点訓練の参加者は，北綱島小学校の全校児童

とその保護者， 「地域防災拠点運営委員会」委員，

北綱島小学校の全教職員，学校区の地域住民等であ
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る。その中でも地域防災拠点訓練を主導し，当日の

訓練指導者となっているのは，消防署職員や区役所

職員ではなく地域防災拠点運営委員としての や

地域住民である。彼らは一般の地域住民であるため，

訓練指導者となるためには，事前に知識と技能を身

に付ける必要があることは言うまでもない。地域住

民の社会的自己実現の機会となっていることに加え，

学校や地域のために活動する大人の姿を目にした子

どもの中から，将来の学校と地域を支える地域人材

が生まれると考えられた。

また，学校教員の指導により，児章が防災訓練を

振り返る教室での学習活動の場面では，北綱島小学

校の卒業生の中学生名と高校生名が来校し，その

学習活動を支援した。自分の後翡となる児童に防災

の取組の重要性についての講話を行った。北綱島小

学校による継続的な防災活動の推進により，地域防

災人材が育まれているエビデンスとも言える。この

ような先輩の姿を目にした児童の中からも次世代の

地域防災人材が育まれると考えられた。

3. 3 csによる取組の継続性
第次学校安全の推進に関する計画において，一部

の積極的な学校に限定することなく，全ての学校に

対して災害安全（防災）を含む学校安全の取組が求

められるようになっているとはいえ，防災管理の推

進はともかく，未だ教科・領域となっていない防災

教育の推進とその積極性，継続性の観点から残され

た課題は少なくない。

そこで， により取組が継続される有効性を考察

するために，横浜市港北区の小学校 校の中期学校

経営方針（令和元年度～令和年度）の重点取組分野

の中で具体的取組に学校での防災に関連する内容を

含む取組状況を調査した。公開情報として確認でき

た 校について以下に整理する。

校のうち，重点取組分野として， 「地域連携」，

「学校運営協議会」， 「地域連携・学校運営協議会」

のいずれか，またはその組み合わせで挙げている学

校は ％であった。その中で，具体的取組として防

災管理や防災教育に関連した「防災（避難を含む）」

のキーワードが明記されている学校は，わずか校

（ ）となっている。また，重点取組分野に防災

関連の項目名を直接的に設けている学校は，北綱島

小学校を含め校（ ）であった。この校の軍点

取組分野は， 「安全管理」 校， 「安全防災教育」

校であった。一方で， 校中 校では，重点取組分

野やその具体的取組として防災関連の取組が明記さ

れていないことがわかった。すなわち， 導人校だ

からといって， 「防災」を重点取組分野に位置づけ

てはいないことや， 「地域連携」や「学校運営協議
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会」の重点取組分野とする中で，具体的取組で「防

災」を明記する場合もあるがその割合はまだ少なく，

一律に「防災」を位置づけているわけではない状況

が確認された。なお，具体的取組に記載されていな

い場合でも，その学校において全く取り組まれない

というわけではないとしても，学校経営におけるウ

ェイトは明確に位置付けられた場合との比較におい

て一定の取組に留まることは否めない。その中で，

北綱島小学校による防災の取組の具体性と取組内容

の先進性を確認することができた。

なお，北綱島小学校は，コミュニティ・スクール

を通したこれまでの安全防災教育や地域の教育力を

活用した学習活動の実践が評価され，平成 （ ） 

年度「地域学校協働活動」推進に係る文部科学大臣

表彰を受賞した。 導入校が先行して学校・家庭・

地域が連携し，学校を核とした地域の防災活動の実

践を蓄積し，高度化していくことは，一般の学校へ

の普及と展開にとっても有益であるとともに，持続

可能な防災まちづくりの実現にとっても有益である

と考えられた。

4. まとめ

北綱島小学校の活動モデルを通して， の連携枠

組みを活かした学校が核となった地域の防災活動を

推連することの有効性と持続可能性を以下に整理す

る。

① のような連携枠組みが存在しない一般の学

校の場合，管理職や推進者の異動などにより，

学校と家庭，地域の連携に基づいた防災活動が

学校の重点取組として継続されにくい。

② 学校が核となった防災の取組の推進と継続にあ

たり，我が国の既存制度である は有効かつ持

続可能な枠組みの一つである。

③ 導入校である北綱島小学校が核となった防災

の取組は，学校と家庭，地域とが相互の強みを

生かし合った質の高い協働に基づいており，他

の学校や地域が学ぶべきロールモデルである。

④ 学校の経営方針や重点取組目標に学校・家庭・

地域が連携した防災活動を掲げ， の連携枠組

みを活用した実践の蓄積は，持続可能な防災ま

ちづくりと防災人材育成の副産物をもたらす。

⑤ 導入校による地域の教育力の生かし方を含む

連携方法とその具体的な取組は， が導入され

ていない一般の学校や他の地域コミュニティに

とっても参考になる。
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注記

本論文は，著者が筆頭著者として日本自然災害学

会の学会誌「自然災害科学」に投稿した「コミュニ

ティ・スクールにおける学校防災の推進モデル～横

浜市立北綱島小学校の事例～」（佐藤健・桜井愛子・

小田隆史・林田由那・村山良之・矢守克也）をもと

に加筆，修花したものである。
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